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表紙*電子提供措置・アクセス通知用*

第51回
定時株主総会

招集ご通知
　

証券コード：6165

日　　時 2025年６月24日（火曜日）午前10時
受付開始：午前９時

場　　所 東京都品川区大井１丁目50番５号
アワーズイン阪急　シングル館３階　Ａ＋Ｂ会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

　
議　　案
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/6165/
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株主の皆様へ

代表取締役　社長執行役員
森久保　哲司

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあ
げます。

　2024年度は、前年度に策定した２ヵ年計画「バリュークリエーション（以
下、VＣ）2024 Revival」に全力を挙げて取組み、重点経営課題とした海外事
業において中国などの貢献により概ね計画通りの成果を収め、グループ全体と
して業績の回復を果たしました。一方で、もう一つの課題とした国内事業にお
きましては、当社主要市場である自動車関連の停滞に加え、経営合理化の影響
が想定を大きく超えたことから、計画を達成することが出来ませんでした。こ
うしたなかで、「VＣ2024 Revival」で掲げる特注品ビジネスへの特化をより
強力に推し進めるべく、株式会社ミスミグループ本社（以下、ミスミグルー
プ）との間で資本業務提携契約を締結いたしました。既に同社とは、商品の相
互供給を皮切りに、多面的な協業に向けて活動を開始しています。

　当該協業により大きな効果を見込めると考えていますが、協議中の案件が多
く、2025年度は、この提携による業績寄与の効果を具体的に織り込むことが
難しいため、効果の測定を行う期間として中期経営計画を１年間休止し、その
間に次期中期経営計画を策定することといたしました。国内事業ではミスミグ
ループとの提携に沿って生産体制の調整を進め、また、営業面でも体制の見直
しを行い、これらを通じて経営合理化による遅れを速やかに取り戻すと共に、
将来の成長を見据えて確りと足場を固めてまいります。

　当社は、今年３月に創立50周年を迎えました。この節目にあたり、改めて当
社の存在意義を全社員で共有するものとして、昨年８月に「パーパス」を策定
いたしました。当社を取り巻く環境は益々見通し難く、変化も急ですが、先に
発表しました長期ビジョン「Vision60」の下に経営と社員とが心を合わせ、今
後も株主の皆様のご期待に応えるよう、事業の一層の発展と企業価値の向上に
努めてまいりますので、引き続きご支援を賜りますようお願い申しあげます。

2025年６月

株主の皆様へ

－ 1 －
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招集ご通知

株主各位 証券コード　6165
2025年６月４日

東 京 都 品 川 区 南 大 井 六 丁 目 2 2 番 7 号

代 表 取 締 役
も り

森
く

久
ぼ

保
 

　
て つ

哲
 

 
じ

司

【当社ウェブサイト】
　https://www.punch.co.jp/ir/stock.html

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　　https://d.sokai.jp/6165/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第51回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第51回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子
提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト等に「第51回定時株主総会招集ご通知」と
して掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあ
げます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「パンチ工業」又は「コード」
に当社証券コード「6165」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦
覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面により議決権を行使することができますの
で、お手数ですが、株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月23日（月曜日）午後６時までに議決権
を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 2 －
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招集ご通知

１. 日　　　時 2025年６月24日（火曜日）午前10時　（受付開始：午前９時）

２. 場　　　所
東京都品川区大井１丁目50番５号
アワーズイン阪急　シングル館３階　Ａ＋Ｂ会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目 的 事 項

報告事項 １. 第51期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第51期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっ
ての決定事項

(1)書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場
合は、賛成の表示があったものとして取り扱いいたします。

(2)インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使
を有効なものとして取り扱いいたします。

(3)インターネット等と書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議
決権行使を有効なものとして取り扱いいたします。

(4)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主
総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となります。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲

載いたします。
◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしますが、当該書面は、法令及び当

社定款の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
①事業報告の「新株予約権等の状況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」「会社の支配に関する基本方

針」「剰余金の配当等の決定に関する方針」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査等委員会又は会計監査人が監査報告又は会
計監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。

－ 3 －
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議決権行使

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　2025年 ６ 月24日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）　

書面（郵送）で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　2025年 ６ 月23日（月曜日）午後６時到着分まで 　

インターネット等で議決権を行使される場合

パソコン、スマートフォンから議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアクセスし、議決
権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内
にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　2025年 ６ 月23日（月曜日）午後６時入力完了分まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の
株主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承くださ
い。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は株主様のご負担とな

ります。
　

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

※ インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて
いただきます。

※ 書面（郵送）とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使の内容を有効と
させていただきます。

－ 4 －
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議決権行使

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

パンチ工業株式会社

パンチ工業株式会社

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

パンチ工業株式会社

パンチ工業株式会社

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前９時～午後９時）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 5 －
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業績サマリー

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

40,822百万円 1,685百万円 1,613百万円 868百万円
前期比　＋6.5％ 前期比　＋35.9％ 前期比　＋13.5％ 前期比　－％

39,358 42,799
38,344 40,822

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

売上高 （百万円）

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

3,041
2,436

1,240
1,6857.7％

5.7％
3.2％

4.1%

営業利益／営業利益率 （百万円）
■営業利益　　　営業利益率

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

3,007
2,394

1,421 1,613

経常利益 （百万円）

第48期 第49期 第51期
（当期）

2,040
1,390

△577
第50期

86814.2％
7.9％

4.3%

親会社株主に帰属する当期純利益（損失）／
自己資本利益率（ROE）

（百万円）

■ 親会社株主に帰属する当期純利益（損失）
　　自己資本利益率（ROE）

（ご参考）

連結業績ハイライト

－ 6 －
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業績サマリー

中国
57.3

日本
28.4

東南アジア
4.8

欧米他
9.5

地域別売上高

構成比
第51期

（単位：%）

家電・精密機器
9.4

構成比
第51期

（単位：%）

自動車
42.1

その他
31.4

電子部品・半導体
17.1

業種別売上高

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

35,000

30,000

2024年3月31日
（第50期末）

固定資産
7,745

流動資産
21,903

純資産
18,750

負債
10,899

総資産
29,649

2025年3月31日
（第51期末）

固定資産
9,451

流動資産
23,518

純資産
22,038

負債
10,931

総資産
32,970

連結貸借対照表の概要

(百万円) 総資産は、投資有価証券の増加、
売掛金の増加等により、前連結会
計年度末から、3,320百万円増加
し、32,970百万円となりまし
た。

総負債は、支払手形及び買掛金の
増加等により、前連結会計年度末
から32百万円増加し、10,931百
万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する
当期純利益の計上に伴う利益剰余
金の増加、新株の発行に伴う資本
金及び資本剰余金の増加、為替換
算調整勘定の増加等により、前連
結会計年度末から3,287百万円増
加し、22,038百万円となりまし
た。

　

－ 7 －
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金処分の件

１
　

配当財産の種類 金銭

２
　

配当財産の割当てに関する事項及びその総額 当社普通株式……………１株当たり金９円76銭
配当総額…………………268,517,745円

３
　

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月25日

株主総会参考書類

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識し、将来の事業展開と経営体質の
強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的・継続的かつ連結業績への連動性を意識した利益配分と
することを基本に、「連結配当性向30％以上、かつ株主資本配当率（ＤＯＥ）３％以上」を指標として、
財政状態や資金需要等を総合的に勘案したうえで、適切な利益配分を行っていくことを方針としておりま
す。
　当期の期末配当につきましては、この方針に基づき、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。
　なお、中間配当金として１株当たり９円80銭をお支払いしておりますので、当期の年間配当金は１株当
たり19円56銭となります。

第48期

13

第49期

19.5

第50期

19.4

第51期
（当期）

19.56

（ご参考）１株当たり年間配当金の推移 （単位：円）

－ 8 －



2025/05/23 11:35:03 / 24180519_パンチ工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

候補者
番号 氏　名 性別

年齢 現在の当社における地位 属　性 取締役会
出席状況

1 も り

森
く

久
ぼ

保
 

　
て つ

哲
 

　
じ

司
男性
48

代表取締役
社長執行役員　ＣＥＯ

再 任
　　

15/15回
(100%)

２ たか

高
 

　
なし

梨
 

　
 

　
 

　
あきら

晃
男性
56

取締役
上席執行役員　ＣＯＯ

再 任
　　

15/15回
(100%)

３ たか

高
 

　
つじ

辻󠄁
 

　
なる

成
 

　
ひこ

彦 男性
47 社外取締役 再 任

　
社 外

　
独 立

　　
15/15回

(100%)

４ おお

大
 

　
さと

里
 

　
ま

真
り

理
こ

子 女性
62 社外取締役　取締役会議長 再 任

　
社 外

　
独 立

　　
15/15回

(100%)

再 任
　

再任取締役候補者 社 外
　

社外取締役候補者 独 立
　

独立役員候補者

　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）５名
全員は任期満了となります。
　つきましては、経営体制の効率化のため社内取締役１名を減員し、取締役４名の選任をお願いするもので
あります。
　各取締役候補者は、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会で決定し
ております。
　なお、本議案に関しましては、当社監査等委員会において、指名・報酬委員会の審議内容及び取締役候補
者指名にあたっての方針を確認し協議した結果、会社法の規定に基づき株主総会において陳述すべき特段の
事項はないと判断いたしました。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）年齢は本定時株主総会時の満年齢であります。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者番号

1 も り

森
 

 
く

久
 

 
ぼ

保
 

　
て つ

哲
 

 
じ

司（1977年１月12日生）

所有する当社の株式数……………… 673,600株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
取締役在任年数……………………… 7年　　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2003年    5 月 当社入社
    2005年    2 月 盤起工業（大連）有限公司 出向
    2012年    11月 当社バリュー・クリエーション推進室長
    2013年    4 月 当社経営企画室長
    2015年    4 月 PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. 出向
    2015年    12月 同社代表取締役

　

    2016年    4 月 当社執行役員
    2018年    6 月 当社取締役 上席執行役員 経営戦略統括
    2019年    4 月 当社最高戦略責任者 グループ事業統括
    2019年    6 月 当社代表取締役（現任）副社長執行役員
    2019年    11月 社長執行役員 最高経営責任者

グループ経営統括（現任）
　

［重要な兼職の状況］
重要な兼職はありません。

［当社との特別利害関係］
森久保哲司氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

取締役候補者とした理由
森久保哲司氏は、2018年６月取締役就任後、経営戦略、開発戦略を中心にグループ事業全体を統括し、さら
に2019年11月の社長執行役員就任後は、当社、中国パンチグループ及び東南アジアグループでの事業経験を
活かし、グループ経営統括として、当社グループの成長と企業価値向上に尽力してまいりました。今後もグル
ープ経営統括として、長期ビジョン「Vision60」の実現及びグループの更なる成長と企業価値の向上を指揮
する責任者として、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　

候補者番号

2 た か

高
 

　
な し

梨
 

　
 

　
 

　
あきら

晃（1969年５月14日生）

所有する当社の株式数……………… 49,857株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
取締役在任年数……………………… 7年　　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1989年    8 月 当社入社
    2008年    4 月 盤起工業（大連）有限公司 出向
    2013年    7 月 同社総経理
    2015年    6 月 当社執行役員 盤起工業（大連）有限公司董事長
    2017年    6 月 当社上席執行役員（現任）　

    2018年    4 月 当社製造本部長 兼 営業本部長
    2018年    6 月 当社取締役（現任）国内事業統括
    2019年    4 月 当社最高執行責任者（現任）製造統括 製造本部長
    2021年    6 月 製造統括
    2023年    4 月 事業統括（現任）　

［重要な兼職の状況］
重要な兼職はありません。

［当社との特別利害関係］
高梨晃氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

取締役候補者とした理由
高梨晃氏は、2018年６月取締役就任後、当社及び中国パンチグループでの事業経験を活かし、ものづくりを
統括する責任者として、ものづくり力や品質の向上を強力に推進し、さらに2023年４月からは事業統括とし
て、製造戦略及び営業戦略を指揮してまいりました。今後も事業統括として、長期ビジョン「Vision60」の
実現に向けて製販一体となって取組み、企業価値向上を実現するための執行責任者として、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者番号

3 た か

高
 

　
つ じ

辻󠄁
 

　
な る

成
 

　
ひ こ

彦（1977年10月４日生）

所有する当社の株式数……………… －株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
社外取締役在任年数………………… 4年　　

再 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2000年    4 月 経済産業省入省
    2007年    6 月 ㈱三井住友銀行 企業情報部
    2009年    7 月 ㈱ティー・アイ・ダヴリュ アナリスト
    2011年    6 月 ナブテスコ㈱ 総務部 広報・ＩＲ担当
    2013年    1 月 ㈱ユーザベース 分析チーム シニアアナリスト
    2014年    5 月 いちよし証券㈱

(㈱いちよし経済研究所出向）シニアアナリスト
    2020年    7 月 ㈱フィスコ 情報配信部

シニアエコノミスト 兼 シニアアナリスト
    2021年    4 月 青山学院大学 大学院法学研究科 非常勤講師
    2021年    4 月 多摩大学社会的投資研究所 客員研究員　

    2021年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2021年    6 月 ヤマシンフィルタ㈱社外取締役（監査等委員）（現任）
    2022年    1 月 情報経営イノベーション専門職大学 客員教授
    2022年    2 月 日本ガバナンス・企業価値研究所 創業

所長・経済アナリスト（現任）
    2022年    4 月 東京都市大学 共通教育部 非常勤講師
    2022年    6 月 当社取締役会議長（2024年6月25日退任）
    2022年    6 月 NITTOKU㈱　社外取締役

（2024年9月末退任）
    2024年    4 月 目白大学　経営学部　准教授（現任）

2025年    4 月 目白大学　大学院経営学研究科
准教授（兼担）（現任）　

［重要な兼職の状況］
目白大学　経営学部　准教授
目白大学　大学院経営学研究科　准教授（兼担）
日本ガバナンス・企業価値研究所 所長・経済アナリスト
ヤマシンフィルタ株式会社　社外取締役（監査等委員）

［当社との特別利害関係］
高辻󠄁成彦氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

社外取締役候補者とした理由、期待される役割及び同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由
高辻󠄁成彦氏は、コーポレートファイナンス、経済・企業分析、機械業界、IRの専門家としての知見・見識、並
びに他社での社外取締役の経験を活かし、独立した客観的な立場から、当社の経営戦略について適切な助言を
行うとともに、指名・報酬委員長として、当社の役員候補者の選定や報酬等の妥当性について客観的かつ透明
性の高い意見を述べてまいりました。今後も当社グループの成長と企業価値向上に資する様々な助言を頂くこ
とを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由によ
り、当社の社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

　

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者番号

4 お お

大
 

 
さ と

里
 

　
ま

真
 

 
り

理
 

 
 こ

子（1963年４月22日生）

所有する当社の株式数……………… －株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
社外取締役在任年数………………… 3年　　

再 任

社 外

独 立
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1986年    4 月 日本アイ・ビー・エム㈱入社
    1992年    6 月 ノースウェスタン大学経営大学院 ケロッグ

ビジネススクール修士号（MBA）取得
    1992年    9 月 ユニデン㈱（現 ユニデンホールディングス㈱）入社
    1997年    6 月 ㈱アイディーエス 取締役
    2005年    7 月 ㈱アークコミュニケーションズ設立

代表取締役（現任）
    2016年    6 月 (公社)日本パブリックリレーションズ協会 

理事

　

    2018年    4 月 早稲田大学スポーツ科学科 非常勤講師
    2019年    4 月 (公社)日本オリエンテーリング協会 副会長
    2020年    9 月 ユニデンホールディングス㈱ 社外取締役
    2021年    11月 同社社外取締役（監査等委員）
    2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

2022年    6 月 (公社)日本ローイング協会 理事（現任）
2023年    6 月 ㈱日本M&Aセンターホールディングス

社外取締役（現任）
2023年    6 月 (一財)全日本野球協会 理事（現任）
2024年    6 月 当社取締役会議長（現任）　

［重要な兼職の状況］
株式会社アークコミュニケーションズ 代表取締役
株式会社日本M&Aセンターホールディングス 社外取締役

［当社との特別利害関係］
大里真理子氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
大里真理子氏は、事業会社の経営者としての実績、上場企業の社外取締役、各種団体の理事等の幅広い経験と
知識を活かし、当社の経営の重要事項の決定や業務執行のモニタリングに寄与するとともに、指名・報酬委員
として、当社の役員候補者の選定や報酬等の妥当性について客観的かつ透明性の高い意見を述べてまいりまし
た。また、2024年６月からは取締役会議長として、議事の活性化・効率化にも貢献しております。今後も
「女性活躍推進」をはじめとするダイバーシティ経営の取組みにも積極的に参画して頂くことを期待し、引き
続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

　
(注) １．高辻󠄁成彦氏及び大里真理子氏は、社外取締役候補者であります。

２．高辻󠄁成彦氏及び大里真理子氏は、当社が定める「社外取締役の独立性判断基準」を満たしております。
３．当社は、高辻󠄁成彦氏及び大里真理子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度
額としております。両氏が取締役に選任された場合、当社は両氏との契約を継続する予定です。

４．当社は、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員、管理・監督の立場にある従業員を被保険者として、会社法第
430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、各候補者が取締役に選任された場
合には、当該保険の被保険者となります。当該保険契約では、取締役を含む被保険者が株主や第三者等から損害賠償請求が
提起された場合に、被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等を当該保険契約により填補することとしており
ます。ただし、故意又は重過失に起因して生じた損害は填補されない等の一定の免責事由があります。なお、保険料は全額
当社が負担しております。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容で更新することを予定しております。

５．当社は、高辻󠄁成彦氏及び大里真理子氏を、東京証券取引所が定める独立役員として、同取引所に届け出ております。両氏が
取締役に選任された場合、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定です。

－ 12 －
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監査等委員である取締役選任議案

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者
番号 氏　名 性別

年齢 現在の当社における地位 属　性 取締役会
出席状況

監査等委員会
出席状況

1 か わ

河
 

　
の

野
 

　
 

　
 

　
みのる

稔
男性
68

取締役
（常勤監査等委員）

再 任
　　

15/15回
(100%)

14/14回
(100%)

2 す ず

鈴
 

　
き

木
 

　
とも

智
 

　
お

雄
男性
67

社外取締役
（監査等委員）

再 任
　　

社 外 独 立
　　　　

15/15回
(100%)

14/14回
(100%)

3 た

田
 

　
ば た

畑
 

　
ち

千
 

　
え

絵
女性
49

社外取締役
（監査等委員）

再 任
　

社 外 独 立
　　

15/15回
(100%)

14/14回
(100%)

再 任
　

再任取締役候補者 社 外
　

社外取締役候補者 独 立
　

独立役員候補者

　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員は任期満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　各監査等委員である取締役候補者は、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会の審議を経て、
取締役会で決定しております。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

（注）年齢は本定時株主総会時の満年齢であります。

－ 13 －
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監査等委員である取締役選任議案

候補者番号

1 か わ

河
 

　
の

野
 

　
 

　
 

　
みのる

稔（1957年５月28日生）

所有する当社の株式数……………… 7,803株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
2024年度 監査等委員会出席状況… 14/14回
取締役在任年数……………………… 4年　　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1982年    4 月 日本ビクター㈱（現 ㈱JVCケンウッド）入社
    2007年    5 月 JVC 中国（北京）出向　管理部長

（2009年７月出向解除）
    2012年    6 月 ㈱JVCケンウッド 財務戦略部 財務統括部

統括マネジャー
    2013年    10月 ㈱JVCケンウッド 財務戦略部 財務部

財務管理グループ長

    2014年    7 月 当社入社 財務経理部次長
    2015年    4 月 当社財務経理部長
    2017年    6 月 当社執行役員 管理本部長 兼 財務経理部長
    2018年    4 月 当社執行役員 経営監査室長
    2020年    6 月 当社経営監査室上席室長

2021年    6 月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

［重要な兼職の状況］
重要な兼職はありません。

［当社との特別利害関係］
河野稔氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

取締役候補者とした理由
河野稔氏は、前職及び当社での長年にわたる財務経理分野の経験と、４年にわたる内部監査部門の責任者とし
ての経験から、当社事業への理解に加えて、財務経理、内部監査、内部統制、リスクマネジメント等への造詣
が深く、監査等委員として、客観的・中立的な立場から取締役の職務の執行を監査してまいりました。この豊
富な経験と実績を活かし、引き続き監査等委員である取締役として選任をお願いするものであります。

　

候補者番号

2 す ず

鈴
 

　
き

木
 

　
と も

智
 

　
お

雄（1958年１月31日生）

所有する当社の株式数……………… －株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
2024年度 監査等委員会出席状況… 14/14回
社外取締役在任年数………………… 4年　　　　

再 任

社 外

独 立
　　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1982年    4 月 日本電気㈱入社
    2003年    10月 同社パーソナルソリューション企画本部 経理部長
    2008年    7 月 ＮＥＣ東芝スペースシステム㈱出向

統括マネージャー 兼 事業企画部長

    2011年    10月 同社経営企画部長
    2012年    6 月 日本アビオニクス㈱常勤監査役
    2020年    6 月 同社顧問

2021年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

［重要な兼職の状況］
重要な兼職はありません。

［当社との特別利害関係］
鈴木智雄氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

社外取締役候補者とした理由、期待される役割及び同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由
鈴木智雄氏は、事業会社で長年にわたり財務経理業務に携わり、また、他の事業会社では８年にわたり監査役
を務めてまいりました。同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、
その豊富な財務経理に関する知識と、監査経験から、監査等委員の職務を適切に果たしております。今後も当
社監査体制の強化に寄与して頂くことを期待し、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いす
るものであります。
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監査等委員である取締役選任議案

候補者番号

3 た

田
 

　
ば た

畑
 

　
ち

千
 

　
え

絵（1975年７月19日生）

所有する当社の株式数……………… －株
2024年度 取締役会出席状況……… 15/15回
2024年度 監査等委員会出席状況… 14/14回
社外取締役在任年数………………… 2年
　　　　

再 任

社 外

独 立
　　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1998年    4 月 メリルリンチ日本証券㈱　入社
    2009年    12月 弁護士登録
    2010年    1 月 隼あすか法律事務所　入所
    2015年    6 月 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業　入所
    2016年    6 月 ㈱シーボン　社外監査役

    2021年    11月 須田洋平法律事務所　入所
    2022年    2 月 燕総合法律事務所　パートナー弁護士（現任）
    2022年    11月 ㈱Francfranc 社外取締役（監査等委員）

（2024年8月退任）
2023年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

［重要な兼職の状況］
燕総合法律事務所　弁護士

［当社との特別利害関係］
田畑千絵氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

社外取締役候補者とした理由、期待される役割及び同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由
田畑千絵氏は、弁護士として企業法務全般、特に知的財産法及び労働法分野における国内外の案件に多数携わ
っております。同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上場・非
上場会社での社外監査役や監査等委員である社外取締役としての監査経験から、監査等委員の職務を適切に果
たしております。今後も当社監査体制の強化に寄与して頂くとともに、「女性活躍推進」の取組みやコーポレ
ートガバナンスの強化にも適切なアドバイスを頂くことを期待し、引き続き監査等委員である社外取締役とし
て選任をお願いするものであります。

　　

(注) １．鈴木智雄氏及び田畑千絵氏は、社外取締役候補者であります。
２．鈴木智雄氏及び田畑千絵氏は、当社が定める「社外取締役の独立性判断基準」を満たしております。
３．当社は、鈴木智雄氏及び田畑千絵氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額
としております。両氏が取締役に選任された場合、当社は両氏との契約を継続する予定です。

４．当社は、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員、管理・監督の立場にある従業員を被保険者として、会社法第
430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、各候補者が取締役に選任された場
合には、当該保険の被保険者となります。当該保険契約では、取締役を含む被保険者が株主や第三者等から損害賠償請求が
提起された場合に、被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等を当該保険契約により填補することとしており
ます。ただし、故意又は重過失に起因して生じた損害は填補されない等の一定の免責事由があります。なお、保険料は全額
当社が負担しております。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容で更新することを予定しております。

５．当社は、鈴木智雄氏及び田畑千絵氏を、東京証券取引所が定める独立役員として、同取引所に対し届け出ております。両氏
が取締役に選任された場合、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定です。

－ 15 －
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スキルマトリックス

ご参考

区
分 氏 名

属性等 経営・事業運営のための経験・知見 経営基盤となる経験・知見

独立
社外

指名・
報酬委員

企業経営・
経営戦略 グローバル

製造・
技術・
品質

営業・
マーケティング 財務会計

法務・
コンプライアンス・
リスク管理

人事・
労務・

人財開発

取

締

役

森久保 哲司 〇 ◎ ● ●

高梨　　晃 ◎ ● ●

高辻󠄁　成彦 〇 〇 ● ● ●

大里 真理子 〇 〇 ◎ ● ●

取
締
役

監
査
等
委
員

河野　　稔 ● ● ●

鈴木　智雄 〇 ● ● ●

田畑　千絵 〇 ● ●

当社は執行役員制度を導入しております。取締役を兼務しない執行役員のスキルは次のとおりであります。

執

行

役

員

片村　知己 － － ● ●

久米　　信 － － ◎ ● ●

鶴間　文雄 － － ● ● ●

岩城　正彦 － － ● ●

岡田　秀和 － － ● ●

廣󠄁川　秀和 － － ● ● ●

鈴木　智三 － － ● ● ●

森山 みどり － － ●

第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認された場合の取締役会のスキルマトリックス

１．◎は、会社（子会社含む）の経営トップ経験者を示しております。
２．●は、取締役及び執行役員の選任に資するスキルを保有すると当社が判断したものであります。

－ 16 －
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スキルマトリックス

スキル項目 選定理由

企業経営・経営戦略 企業の重要な意思決定・経営判断、企業の持続的成長と中長期的な企業価値向上のための戦
略策定に必要

グローバル 今後更にグローバル展開を加速するために必要

製造・技術・品質 付加価値の源泉である「ものづくりノウハウ」「技術力」「品質力」を高め、新技術開発を
推進し、生産性向上による資本効率の向上を目指すために必要

営業・マーケティング 売上高を実現し、新市場・新製品開発による更なる成長のために必要

財務会計 経営の健全性を確保し、成長戦略投資の推進と、適正な株主還元を実現するために必要
法務・コンプライア
ンス・リスク管理

経営の公正性・透明性を確保し、企業活動で発生し得る各種リスクに適切に対応するために
必要

人事・労務・人財開発 公正かつ適切な人事制度の立案・運用で、個々の能力を最大限発揮できる環境を整備し、経
営戦略を実現する人財を育成するために必要

スキル項目と選定理由
　重点経営課題への取組みと経営基盤の強化を推進するため、当社は、取締役会及び経営陣には、経営・事業運営のた
めの経験・知見及び経営基盤となる経験・知見が必要と考え、以下のとおりスキルを選定しております。

－ 17 －
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スキルマトリックス

取締役候補者の指名にあたっての方針と手続き
　以下の要件を満たすことを方針として代表取締役が提案し、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会で
各候補者の適格性について審議を行ったうえで、取締役会で決定しております。
取締役の要件
①上場企業の取締役としてふさわしい人格、見識を有すること
②取締役としての職務遂行にあたり、肉体及び精神の両面で健康上の支障がないこと
③経営判断能力及び経営執行能力に優れていること
④当社及び当社グループの業務に関し、取締役としての職務遂行に十分な経験と知見を有すること
⑤豊富な専門知識・経験を有し当社の持続的成長や中長期的な企業価値向上に資する人材であること
⑥当社以外の上場会社役員の兼任は合理的な範囲であり、十分な時間・労力を当社の取締役としての業務に振り向

けることができること
⑦社外取締役の独立性に関する基準を満たすこと
⑧業務執行者からの独立性
⑨公正不偏の態度を保持できること
⑩最低1名は財務・会計に関し相当程度の知見を有することが望ましい

（注）上記のうち、社内取締役の要件は①～④、社外取締役の要件は①～③及び⑤～⑦、監査等委員である取締役は
前述に加え⑧～⑩となります。

社外取締役の独立性に関する基準
　当社は会社法における社外取締役の資格要件に加え、以下に掲げる項目のいずれにも該当しない場合、当該社外取
締役は独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断しております。
①当社及び当社の関係会社（以下、当社グループ）の業務執行者*1ならびに過去において業務執行者であった者
②当社グループを主要な取引先*2とする者またはその業務執行者
③当社グループの主要な取引先またはその業務執行者
④当社の大株主*3またはその業務執行者
⑤当社グループが大株主である会社の業務執行者
⑥当社の法定会計監査人である監査法人に所属している者
⑦当社グループから、役員報酬以外に多額*4の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、税理士

またはコンサルタント等。なお、当該利益を受けている者が法人、組合等の団体の場合は、当該団体に所属する
者を含む

⑧当社グループから多額の寄付または助成を受けている者またはその業務執行者
⑨当社グループが直近事業年度末日の連結総資産の2％を超える資金の借入をしている金融機関及びその関係会社、

またはそれらの業務執行者
⑩当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員を兼務している場合における当該他の会社及びその関係会社の業

務執行者
⑪上記②～⑩に過去３年間において該当していた者
⑫上記①～⑪に該当する者が重要な地位（役員及び部長職以上の使用人またはそれらと同格とみなされる役職）にあ

る場合は、その者の配偶者及び2親等以内の親族

（注）*1 業務執行者：業務執行取締役、執行役、その他の法人等の業務を執行する役員、業務を執行する社員、使用人
*2 主要な取引先：取引高が取引元の直近事業年度における連結売上高の2％を超える取引先
*3 大株主：直接保有、間接保有を含む議決権保有割合が10％以上である株主
*4 多額：その者が個人の場合は年間1,000万円を超える額、法人、組合等の団体の場合にはその者の年間の総収入の2％を超え

る額
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

候補者
よ こ

横
こ う

小
じ

路　
き

喜
よ

代
た か

隆（1957年11月17日生）

所有する当社の株式数……………… －株
　　

　　

社 外

独 立
　

［略歴］
    1980年    4 月 キユーピー㈱入社
    2004年    7 月 同社　人事本部労務部長
    2005年    7 月 ケイ・システム㈱ 労務総務受託事業部長
    2010年    2 月 同社　代表取締役社長

    2013年    2 月 キユーピー㈱　執行役員人事本部長
    2018年    2 月 同社　常勤監査役
    2023年    5 月 ㈱ALiNKインターネット

常勤監査役（社外）（現任）
2023年６月 日本ｼｲｴﾑｹｲ㈱ 社外監査役（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社ALiNKインターネット　常勤監査役（社外）
日本シイエムケイ㈱ 社外監査役

［当社との特別利害関係］
横小路喜代隆氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由、期待される役割
横小路喜代隆氏は、事業会社で長年人事労務関連業務に携わっており、さらに経営者、常勤監査役としての経
験も有しており、当社の監査等委員である社外取締役として適任と判断し、補欠の監査等委員である社外取締
役として選任をお願いするものであります。
同氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、経営経験及び常勤監査役の経験を活かし適切な監査を遂
行していただくことを期待しております。

　　

　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締
役１名の選任をお願いするものであります。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会の審議を経
て、取締役会で決定しております。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

(注) １．横小路喜代隆氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
２．横小路喜代隆氏は、当社が定める「社外取締役の独立性判断基準」を満たしております。
３．横小路喜代隆氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額といたします。

４．当社は、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員、管理・監督の立場にある従業員を被保険者として、会社法第
430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、当社取締役を含む被保険者が株主
や第三者等から損害賠償請求が提起された場合に、被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等を当該保険契約
により填補することとしております。横小路喜代隆氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当該保険契約の被保険者
となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容で更新することを予定しております。

５．横小路喜代隆氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、東京証券取引所が定める独立役員として届け出る予定で
す。

以　上

－ 19 －



2025/05/23 11:35:03 / 24180519_パンチ工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

当連結会計年度の事業の状況

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

１ 企業集団の現況
(１) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における世界経済は、全般に緩やかな回復基調にあったものの、その一方で、原材
料・エネルギーコストの高止まり、物価の上昇、地政学的問題などにより、依然として先行きの不透明
な状況が続きました。また、アメリカ大統領の交代による政策転換により、特に中国との貿易において
多大な影響が予想されることから、今後の関係各国における景気停滞が懸念されております。加えて、
中国では精密機器や電気自動車の輸出が好調な反面、長引く不動産不況と対中直接投資の大幅な減少に
より国内需要が低迷し、景気停滞が継続しております。
　このような環境のなかで当社グループは、2023年７月から2025年３月を計画期間とする中期経営
計画「ＶＣ2024 Revival」に取組んでまいりました。「ＶＣ2024 Revival」では、付加価値の高い特
注品ビジネスにより特化するとともに、ＦＡ領域の“特注品”の販売拡大によって、持続的な利益成長を
目指すことを方針としています。最重点施策に「国内事業の再整備」並びに「海外事業での成長」を掲
げ、国内事業においては2023年９月に希望退職者の募集・連結子会社の解散を含めた経営合理化を行
い、事業体制の再整備を行う一方、海外事業においては中国での総合機械部品企業への進化への取組
み、インド市場への再注力、販売拠点及び販売代理店の新設検討などの成長戦略に継続して取組んでま
いりました。
　また、「ＶＣ2024 Revival」の方針をより強力に推し進めるべく、2024年10月７日には、ミスミ
グループとの資本業務提携契約を締結しました。両社は、当社グループの保有する高度な精密加工技術
と顧客ニーズへのきめ細かい対応力、ミスミグループの持つ先進的なデジタル技術とグローバル確実短
納期の供給力といった強みを最大限活かすべく、共同で取組みを進めています。この提携を通じて、自
動化装置やその周辺部品、金型部品に限らず、標準品から特注品までの幅広い金属加工分野全般におい
て、それぞれの得意分野の商品の相互供給や物流インフラの有効活用等を通じて相互に補完・強化しな
がら、ともに成長・発展することを目指しています。
　なお、2025年３月の当社創業50周年を機に、2025年５月23日、次の10年間における当社グルー
プの「ありたい姿」として長期ビジョン「Vision60」を策定し、公表しました。
　足下の経営成績に目を向けますと、原材料・資源価格の高騰や部品不足、協力工場からの仕入品の更
なる価格上昇やエネルギーコストの高止まり等が継続し、日本においては更に経営合理化後の生産、営
業両面に亘る想定を超えた影響もあって前期を下回る実績となった一方、中国においては自動車関連の
不振や景況悪化等による低迷からの回復の兆しがみられたほか、東南アジア地域、欧米他地域では積極
的な展示会出展や代理店との関係強化により、前期実績を上回りました。なお、当社及びアスク、ピン
テック、インドパンチを除くグループ各社の決算期は12月となっており、2024年１月から12月の業
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当連結会計年度の事業の状況

績が当連結会計年度の業績となります。また、ピンテックにつきましては、2024年11月に清算を結了
しております。
　この結果、国内売上高は11,613百万円（前期比6.6％減）、中国売上高は23,383百万円（前期比
14.4％増）、東南アジア地域の売上高は1,951百万円（前期比2.6％増）、欧米他地域の売上高は
3,873百万円（前期比8.8％増）となり、連結売上高は40,822百万円（前期比6.5％増）となりまし
た。
　また、業種別では、自動車関連は17,194百万円（前期比4.0％増）、電子部品・半導体関連は6,990
百万円（前期比0.9％増）、家電・精密機器関連は3,836百万円（前期比5.2％増）、その他は12,800
百万円（前期比14.0％増）となりました。
　利益面につきましては、中国での売上増加や、日本で2023年９月に実施した経営合理化による効果
等により、営業利益は1,685百万円（前期比35.9％増）、経常利益は1,613百万円（前期比13.5％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は868百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失 577
百万円）となりました。
　なお、資本効率につきましては、投下資本利益率（ＲＯＩＣ）が6.0％（前期4.5％）となり、前期か
らは改善したものの、目標（10％以上）には届きませんでした。
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当連結会計年度の事業の状況

北 上 工 場 生産・技術開発設備の拡充
宮 古 工 場 生産設備の拡充
兵 庫 工 場 生産設備の拡充
盤起工業（大連）有限公司 生産・技術開発設備の拡充

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施した当社グループの設備投資の総額は1,058百万円で、その主なもの
は次のとおりであります。

③ 資金調達の状況
　当社は、当連結会計年度において、新たな借入による長期資金の調達は行いませんでしたが、ミスミ
グループを割当先とした第三者割当による新株式の発行により1,269百万円の資金調達を行いました。
　また、当連結会計年度末時点において、運転資金の調達としてシンジケート・コミットメントライン
の短期借入枠を900百万円使用しておりますが、約定返済による長期借入金の減少により当連結会計年
度末における有利子負債残高は、前連結会計年度末から430百万円減少いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　2024年10月7日、当社は、ミスミグループとの間で資本業務提携契約を締結いたしました。これに
伴い、同月、同社に当社株式３百万株を新規に発行すると共に、同年12月に同社株式506千株を取得
いたしました。
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直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

区分 第48期
(2022年３月期)

第49期
(2023年３月期)

第50期
(2024年３月期)

第51期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

売 上 高 (百万円) 39,358 42,799 38,344 40,822
経 常 利 益 (百万円) 3,007 2,394 1,421 1,613
親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△）

(百万円) 2,040 1,390 △577 868

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円) 93.36 60.58 △23.61 33.65

総 資 産 (百万円) 28,774 30,455 29,649 32,970
純 資 産 (百万円) 16,307 19,052 18,750 22,038
１株当たり純資産額 (円) 737.40 778.02 764.81 799.82

区分 第48期
(2022年３月期)

第49期
(2023年３月期)

第50期
(2024年３月期)

第51期
(当事業年度)
(2025年３月期)

売 上 高 (百万円) 15,092 14,777 13,157 12,298
経 常 利 益 (百万円) 2,618 1,883 1,033 966
当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) 2,228 1,439 △340 672
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円) 101.93 62.74 △13.94 26.05

総 資 産 (百万円) 14,235 14,902 14,195 14,782
純 資 産 (百万円) 5,860 7,908 7,016 8,481
１株当たり純資産額 (円) 264.54 322.84 286.20 308.07

(２) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況
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対処すべき課題

(３) 対処すべき課題
　世界経済は、全般に緩やかな回復基調にありますが、原材料・エネルギーコストの高止まりや地政学的問
題、アメリカ新政権による政策転換の懸念等により依然として先行きが不透明な状況が続いております。
　このような環境のなかで当社グループは、2023年7月に、2025年３月期を最終年度とする中期経営計画
「ＶＣ2024 Revival」を策定し、付加価値の高い特注品ビジネスにより特化し持続的な利益成長を目指す
ことを方針として、最重要施策に「国内事業の再整備」と「海外事業での成長」を掲げ、国内生産拠点・販
売拠点の統廃合を行うとともに、中国、東南アジア、インド、欧米への更なる成長拡大に向けて取組んでま
いりました。
　また、2024年10月には、ミスミグループと資本業務提携契約を締結しました。当社グループが保有する
高度な精密加工技術と顧客ニーズへのきめ細かい対応力、ミスミグループが持つ先進的なデジタル技術とグ
ローバル確実短納期の供給力といった強みを最大限活かし、自動化装置やその周辺部品、金型部品に限ら
ず、標準品から特注品までの幅広い金属加工分野全般において、それぞれの得意分野の商品の相互供給や物
流インフラの有効活用等を通じて相互に補完・強化しながら、共に成長・発展してまいります。
　「ＶＣ2024 Revival」の次の中期経営計画については、ミスミグループとの資本業務提携による効果の
測定に相応の時間を要することから、策定を１年間延期し、2027年３月期を初年度とする中期経営計画を
策定することとしました。この中期経営計画では、同社との資本業務提携による効果を反映させたうえで、
2026年には公表する予定であります。
　当社は2025年３月に創立50周年を迎え、同年５月に、次の10年を見据えた「Vision60」を策定いたし
ました。
　当社のパーパスと、取り巻く環境の将来予測に基づき、10年後の「あるべき姿」として「脱・金型部品
依存」を掲げ、事業領域の拡大を図りながら、絶えず変化する社会の多様なニーズに応える企業グループを
目指してまいります。
　具体的には、金型部品事業の持続的な成長とともに、成長事業と位置づけるＦＡ事業のさらなる拡大を図
り、さらに第三の柱となる新たな事業の開拓・育成を推進することで、ＦＡ事業及び新規事業の売上高構成
比を高め、2035年３月期には連結売上高800億円の達成を目指してまいります。
　当社は、60周年に向けて「パンチスピリット」（チャレンジ・創意工夫・自由闊達）の精神を大切に、
今後も積極的に事業活動を推進してまいる所存です。株主の皆様におかれましては、引き続き格別のご支援
を賜りたくお願い申し上げます。
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重要な親会社及び子会社の状況

(４) 重要な親会社及び子会社の状況 （2025年３月31日現在）

会社名 所在地 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株式会社ＡＳＣｅ 北海道札幌市 百万円

15
100％

(－)
ＦＡ機器
設計・製作

盤起工業（大連）有限公司 中国
遼寧省大連市

千米ﾄﾞﾙ
32,500

100％
(－)

金型部品
製造販売

盤起工業（瓦房店）有限公司 中国
遼寧省大連瓦房店市

百万円
680

100％
(75％)

金型部品
製造販売

盤起工業（無錫）有限公司 中国
江蘇省無錫市

百万円
466

100％
(24％)

金型部品
製造販売

盤起工業（東莞）有限公司 中国
広東省東莞市

百万円
300

100％
(75％)

金型部品
製造販売

盤起弾簧（大連）有限公司 中国
遼寧省大連市

百万円
240

100％
(75％)

金型部品
製造販売

PUNCH INDUSTRY INDIA PVT. LTD. インド
チェンナイ

千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ
100,000

100％
(0.1％)

金型部品
販売

PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. マレーシア
ペナン

千ﾘﾝｷﾞｯﾄ
9,000

100％
(－)

金型部品
製造販売

PUNCH INDUSTRY SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール 千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ
50

100％
(100％)

金型部品
販売

PUNCH INDUSTRY VIETNAM CO. LTD. ベトナム
ホーチミン

千米ﾄﾞﾙ
150

100％
(100％)

金型部品
販売

PT. PUNCH INDUSTRY INDONESIA インドネシア
ジャカルタ

千ﾙﾋﾟｱ
5,833,800

60％
(60％)

金型部品
販売

PUNCH INDUSTRY MANUFACTURING
VIETNAM CO. LTD.

ベトナム
ビンズン省

千米ﾄﾞﾙ
8,400

100％
(－)

金型部品
製造販売

PUNCH INDUSTRY USA INC. 米国
イリノイ州

千米ﾄﾞﾙ
300

100％
(－)

金型部品
販売

① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(注)１．議決権比率欄の（　）内数字は、間接所有割合を内数で示しております。
２．2024年11月21日付で株式会社ピンテックの清算手続を結了しました 。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況

(５) 主要な事業内容 （2025年３月31日現在）

事業内容 主要製品
金 型 部 品 事 業 プラスチック金型部品・プレス金型部品

(６) 主要な営業所及び工場 （2025年３月31日現在）

本 社 東京都品川区

支 店
仙台（宮城県仙台市）
関東（神奈川県横浜市）

宇都宮（栃木県宇都宮市）
名古屋（愛知県名古屋市）

北関東（埼玉県さいたま市）
長野（長野県上田市）

関西（大阪府守口市） 広島（広島県広島市） 福岡（福岡県福岡市）
カ ス タ マ ー
セ ン タ ー 北上（岩手県北上市）

工 場 北上工場（岩手県北上市） 宮古工場（岩手県宮古市） 兵庫工場（兵庫県加西市）
物 流 セ ン タ ー 東京ロジスティクスセンター（神奈川県横浜市）

① 当社

(注)2025年4月1日付で営業組織の変更を行い、３つの地域統括部（東日本（埼玉県さいたま市）、中部（愛知県名古屋市）、西日本
（大阪府守口市））の配下に支店を配置する体制としております。また、西日本統括部配下に兵庫支店（兵庫県加西市）を新設
し、岩手県北上市所在のカスタマーセンターを各地域統括部に統合しました。

② 子会社
　「（４）重要な親会社及び子会社の状況 ②重要な子会社の状況」をご参照ください。

(７) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
国 内 事 業 670名 2名増
海 外 事 業 2,793名 114名減
合 計 3,463名 112名減

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
656名 1名増 40.0歳 15.1年

① 企業集団の使用人の状況

(注)臨時従業員の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載は省略しております。

② 当社の使用人の状況
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主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(８) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

借入先 借入額
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 925百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 618百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 537百万円

(９) その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2024年10月７日開催の取締役会において、当社及びミスミグループの間での資本業務提携契約
（以下「本提携契約」といいます。）を締結すること並びにミスミグループに対する第三者割当による新
株式の発行（以下「本第三者割当」といいます。）を決議し、本提携契約を締結いたしました。
2024年10月23日にミスミグループからの払込が完了しております。
①　資本提携の内容
当社は、本第三者割当により、ミスミグループに対して、当社普通株式３百万株を割り当てておりま
す。

②　業務提携の内容
当社とミスミグループは本提携契約を通じて相乗効果を生み、両社の業績向上に寄与するよう、互いに
協力してまいります。まずは国内において商品の相互供給等の協業によりシナジーの早期実現を目指し
ます。
また、今後は成長が期待される海外市場において、両社のネットワークを活用し、共同で市場開拓を進
めることで、新たなビジネスチャンスを創出してまいります。
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株式の状況

２ 会社の現況
(１) 株式の状況（2025年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 80,000,000株
② 発行済株式の総数 27,622,400株

（自己株式110,336株を含む）
③ 株主数 9,954名

④ 大株主（上位10名）

所有者別
株式分布
（単位：%）

個人・その他
51.00

その他
国内法人
25.70

外国法人等
16.05

金融機関
2.71

証券会社
4.14

自己株式
0.40

株主名 持株数 持株比率
エム・ティ興産株式会社 3,804,900株 13.82％
株式会社ミスミグループ本社 3,000,000株 10.90％
CLEARSTREAM BANKING S.A. 2,412,400株 8.76％
大畑　雅稔 929,700株 3.37％
森久保　哲司 673,600株 2.44％
森久保　有司 663,000株 2.40％
パンチ工業従業員持株会 634,499株 2.30％
立花証券株式会社 617,100株 2.24％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 470,700株 1.71％
神庭　道子 431,000株 1.56％

(注) １. 持株比率は自己株式（110,336株）を控除して計算しております。
２. 持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
３．エム・ティ興産株式会社は、当社代表取締役である森久保哲司がその全議決権を保有する資産管理会社であります。

　４．ミスミグループとの資本業務提携契約締結により、同社へ３百万株の新株式の発行を行いました。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　当社は、2024年７月10日開催の取締役会決議に基づき、同年８月９日付で、取締役２名（監査等委
員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式報酬として普通株式13,044株を自
己株式の処分により交付しております。また同日付で、取締役を兼務しない執行役員８名に対しても、
譲渡制限付株式報酬として普通株式17,392株を自己株式の処分により交付しております。
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会社役員の状況

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役
社長執行役員　ＣＥＯ 森久保　哲　司 グループ経営統括

取締役
上席執行役員　ＣＦＯ 村　田　隆　夫 管理統括

取締役
上席執行役員　ＣＯＯ 高 梨 　 晃 事業統括

取締役（社外） 高 辻󠄁 成 彦
目白大学　経営学部　准教授
目白大学　大学院経営学研究科　准教授（兼担）
日本ガバナンス・企業価値研究所 所長・経済アナリスト
ヤマシンフィルタ株式会社 社外取締役（監査等委員）

取締役（社外）
取締役会議長 大 里 　 真 理 子 株式会社アークコミュニケーションズ 代表取締役

株式会社日本M&Aセンターホールディングス 社外取締役

取締役（常勤監査等委員） 河 野 　 稔

取締役（監査等委員・社外） 鈴 木 智 雄

取締役（監査等委員・社外） 田 畑 千 絵 燕総合法律事務所　弁護士

（２）会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年３月31日現在）

(注) １．社外取締役の重要な兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
２．監査等委員である取締役河野稔氏及び鈴木智雄氏は、長年にわたり経理部門に在籍しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。
３．当社は、監査環境の整備、日常的な社内情報の収集、取締役会以外の重要会議への出席、内部監査部門との十分な連携を可

能とするため、河野稔氏を常勤監査等委員に選定しております。
４．当社は、社外取締役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

会社における地位 氏　名 担　当
執行役員 片 村 　 知 己 財務経理
執行役員 久 米 　 　 信 ＦＡ
執行役員 鶴 間 　 文 雄 経営戦略・ＤＸ推進・調達
執行役員 岩 城 　 正 彦 国内製造
執行役員 岡 田 　 秀 和 中国
執行役員 廣 川 　 秀 和 海外営業
執行役員 鈴 木 　 智 三 国内営業
執行役員 森山　みどり 人事総務

（ご参考）当社は執行役員制度を導入しております。2025年４月１日現在の執行役員（取締役兼務者を除く）は以下のとおりです。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結することができる旨を定款に規定しており、社外取締役全員との間で、責任限定契約を締結し
ております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役が、その職務を行うにつき善意で重大な過失
がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお
ります。株主や第三者等から損害賠償請求が提起された場合に、被保険者が負担することになる損害賠
償金や訴訟費用等を当該保険契約により填補することとしております。ただし、故意又は重過失に起因
して生じた損害は填補されない等の一定の免責事由があります。
　当該保険契約の被保険者は、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員、管理・監督の立場に
ある従業員であり、保険料は全額当社が負担しております。

④ 取締役の報酬等
イ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の基本方針

　当社は、「世界のものづくりを支えるパンチグループとして、会社の持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上のため、株主利益との整合性を保ちつつ、各役員への会社業績向上に向けた効果的かつ
タイムリーな動機づけがなされるとともに、優秀な人材を経営陣として確保することができるような
報酬体系とする。」ことを基本方針としております。
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会社役員の状況

区分
固定報酬

業績連動報酬 株式報酬
基本報酬 個別報酬

業務執行取締役 〇 〇 〇 〇
非業務執行取締役 － 〇 － －

役位 支給率 支給額上限
社長執行役員 40 bps 60百万円
常務執行役員 25 bps 40百万円
上席執行役員 15 bps 30百万円

取締役への加算 5 bps －

ロ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別報酬の内容の決定方針
ａ. 当該方針の決定の方法
　当該方針は、指名・報酬委員会で審議し、2021年６月11日開催の取締役会で決議いたしました。
ｂ. 当該方針の内容の概要
　当社は、取締役の個人別報酬の内容については、「取締役・執行役員報酬規程」及び関連諸規程の
定めるところにしたがって、指名・報酬委員会の審議・答申を経て、取締役会にて決定するものと
し、その全部又は一部を取締役その他の第三者に委任してはならない旨を定めております。また、
「取締役・執行役員報酬規程」は指名・報酬委員会の審議・答申を経て、取締役会にて決定するもの
と定めております。
ｃ. 取締役の報酬の構成とその内容

固定報酬は、役位によって定められる基本報酬と、前年度における各個人の業績指標達成度により算
定する個別報酬からなり、月次で支給します。

業績連動報酬は、親会社株主に帰属する当期純利益に支給率を乗じた金額と、役位ごとに定める上限
金額のどちらか低い方を年次決算確定後に支給します。役位ごとの支給率及び支給額上限は下表のと
おりです。

＊業績連動報酬支給率の合計は、当該年度の連結配当性向の10％を上限とする。
＊「親会社株主に帰属する当期純利益」が損失であった場合には業績連動報酬は支給しない。
＊利益の金額に関わらず、配当が無配であった場合には、業績連動報酬は支給しない。

株式報酬は、役位によって定められる株式報酬基礎額を、割当決議日の前営業日の東京証券取引所に
おける当社普通株式の終値で除して算出された株式の数を、定時株主総会の翌日から次期株主総会の
日までの概ね一年間を役務提供期間として、当該期間内に割当てます。

　なお、取締役の個人別報酬における、固定報酬、業績連動報酬、非金銭報酬の割合については、それ
ぞれの算定方法を個別に定めていることから、特に定めておりません。
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会社役員の状況

役員区分 報酬の種類 年額上限金額 株主総会決議日 当該定めに係る員数

取締役（監査等委員を除く） 固定報酬
業績連動報酬

400百万円
（うち社外取締役分30百万円）

2021年６月23日
第47回定時株主総会

７名
（うち社外取締役２名）

取締役（監査等委員・社外取締役・
非業務執行取締役を除く） 株式報酬 100百万円

株式数90,000株以内 ４名

監査等委員である取締役 固定報酬 80百万円 ３名
（うち社外取締役２名）

区分
員数
（名）

報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別総額（百万円）
固定報酬 業績連動報酬 譲渡制限付株式

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

５
(２)

71
(12)

60
(12)

5
(－)

6
(－)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３
(２)

27
(13)

27
(13)

－
(－)

－
(－)

合計
（うち社外役員）

８
(４)

99
(26)

88
(26)

5
(－)

6
(－)

ハ. 当該事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が当該方
針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　当該事業年度に係る取締役の個人別報酬等の内容については、「取締役・執行役員報酬規程」及び
関連諸規程の定めるところにしたがって管理統括取締役が原案を作成し、指名・報酬委員会におい
て、方針との整合性、市場水準、従業員給与とのバランス等を踏まえた検討を行っており、取締役会
は指名・報酬委員会の意見を最大限尊重し決定していることから、当該方針に沿うものと判断してお
ります。

ニ. 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

ホ. 取締役の報酬等

（注）１. 業績連動報酬算定に用いる指標は親会社株主に帰属する当期純利益であり、当事業年度における目標は1,200百万円、実績
は868百万円であります。当該指標を選択した理由は、株主利益との連動を図るためであります。

２. 譲渡制限付株式の額は、2024年８月９日に割り当てた譲渡制限付株式に係る当事業年度における費用計上額を記載してお
ります。

　監査等委員である取締役の報酬につきましては、経営に対する独立性を重視する観点から固定報酬
のみで構成され、各監査等委員である取締役の報酬額は監査等委員会の協議によって決定しておりま
す。
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氏　名
（地位）

出席回数 活動状況
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要取締役会 監査等委員会

高 辻󠄁 成 彦 15回/15回 －

取締役会では、アナリストとしての経験、当社が属する機械業界の動向、
ファイナンス・ガバナンスに関する知見から、当社の経営戦略について有
益な発言を行っております。
また、任意の指名・報酬委員会委員長を務めており、当事業年度に開催さ
れた委員会２回全てに出席し、独立した客観的立場から当社役員の指名・
報酬決定プロセスの透明性及び報酬の妥当性に関する意見・提言を行って
おります。
その他、投資家とのＩＲミーティングへの参加、取締役・執行役員等に対
し、ＩＲやファイナンス等に関する講演を行うなど、積極的に活動してお
ります。

大 里 真 理 子 15回/15回 －

取締役会議長として、議事の活性化・効率化、取締役会の課題解決のため
の提案等、積極的に貢献しております。
取締役会では、経営者、他社の社外取締役としての経験を踏まえ、経営全
般に対する助言や提案等有益な発言を行っております。
また、任意の指名・報酬委員を務めており、当事業年度に開催された委員
会２回全てに出席し、独立した客観的立場から当社役員の指名・報酬決定
プロセスの透明性及び報酬の妥当性に関する意見・提言を行っておりま
す。

鈴 木 智 雄
（監査等委員）

15回/15回 14回/14回

取締役会では、長年にわたる事業会社での職務を通じて培われた豊富な財
務経理に関する知識及び監査役としての経験・見識に基づき、有益な発言
を行っております。
また、監査を含む監査等委員会全般の活動において意見を述べるととも
に、執行役員等へのヒアリング及び会計監査人とのミーティングを通じ、
必要な提言を行っております。

田 畑 千 絵
（監査等委員）

15回/15回 14回/14回

取締役会では、弁護士としての専門的見地からコンプライアンスの視点で
有益な発言を行っております。
また、監査を含む監査等委員会全般の活動において意見を述べるととも
に、執行役員等へのヒアリング及び会計監査人とのミーティングを通じ、
必要な提言を行っております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

「①　取締役の状況」に記載したとおり、各社外取締役の重要な兼職先と当社との間には特別な関
係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

－ 33 －



2025/05/23 11:35:03 / 24180519_パンチ工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34百万円

（３）会計監査人の状況
① 名称 PwC Japan有限責任監査法人

② 報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２. 監査等委員会は、財務経理部門及び会計監査人から必要な資料を入手し説明を受けるとともに前事業年度の会計監査人の監
査活動状況及び監査報酬実績を確認し、当事業年度における会計監査人の監査計画の内容及び報酬見積りの算出根拠等につ
いて検討した結果、会計監査人の報酬等の額は妥当であると判断し同意いたしました。

３. 当社の子会社のうち、盤起工業（大連）有限公司他３社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているプ
ライスウォーターハウスクーパースのメンバーファームに対して、監査証明業務に相当すると認められる業務に基づく報酬
を支払っております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

23,518
6,495
1,682

10,196
2,491
813

1,460
447
△68

9,451
7,259
1,566
4,228
478
749
35

200
612
368
244

1,579
1,248

35
130
184
△20 　

流 動 負 債 8,668
支払手形及び買掛金 2,990
電 子 記 録 債 務 600
短 期 借 入 金 900
１年内返済予定の長期借入金 923
未 払 法 人 税 等 318
役 員 賞 与 引 当 金 5
賞 与 引 当 金 314
そ の 他 2,615

固 定 負 債 2,262
長 期 借 入 金 1,278
繰 延 税 金 負 債 148
退職給付に係る負債 619
そ の 他 215

負 債 合 計 10,931
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 16,949
資 本 金 4,040
資 本 剰 余 金 3,601
利 益 剰 余 金 9,360
自 己 株 式 △53

その他の包括利益累計額 5,054
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 △20
為 替 換 算 調 整 勘 定 4,915
退職給付に係る調整累計額 160

新 株 予 約 権 5
非 支 配 株 主 持 分 27
純 資 産 合 計 22,038

資 産 合 計 32,970 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,970

連結計算書類

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額

売 上 高 40,822
売 上 原 価 30,011
売 上 総 利 益 10,810

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,124
営 業 利 益 1,685

営 業 外 収 益
受 取 利 息 74
作 業 く ず 売 却 益 32
補 助 金 収 入 26
そ の 他 21 155

営 業 外 費 用
支 払 利 息 38
為 替 差 損 148
そ の 他 39 227
経 常 利 益 1,613

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3 3

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 18
減 損 損 失 107 125
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,491
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 634
法 人 税 等 調 整 額 △16 617
当 期 純 利 益 873
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5
親会社株主に帰属する当期純利益 868

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
関 係 会 社 未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
従 業 員 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

5,536
844
512

1,651
691
96

287
43

140
1,208

63
△2

9,246
1,262
449

0
147

0
26

639
0

37
37

7,945
1,248
2,637

0
3,995
2,437

4
16
60

△2,454 　

流 動 負 債 4,100
支 払 手 形 9
電 子 記 録 債 務 600
買 掛 金 597
短 期 借 入 金 900
１年内返済予定の長期借入金 923
未 払 金 483
未 払 費 用 79
未 払 法 人 税 等 172
預 り 金 18
役 員 賞 与 引 当 金 5
賞 与 引 当 金 305
そ の 他 4

固 定 負 債 2,200
長 期 借 入 金 1,278
繰 延 税 金 負 債 0
退 職 給 付 引 当 金 801
資 産 除 去 債 務 119

負 債 合 計 6,301
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,496
資 本 金 4,040
資 本 剰 余 金 3,601

資 本 準 備 金 1,587
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,014

利 益 剰 余 金 906
利 益 準 備 金 98
そ の 他 利 益 剰 余 金 807

別 途 積 立 金 210
繰 越 利 益 剰 余 金 597

自 己 株 式 △53
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △20

その他有価証券評価差額金 △20
新 株 予 約 権 5
純 資 産 合 計 8,481

資 産 合 計 14,782 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,782

計算書類

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額

売 上 高 12,298
売 上 原 価 8,941
売 上 総 利 益 3,357

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,560
営 業 損 失 △203

営 業 外 収 益
受 取 利 息 17
受 取 配 当 金 1,304
そ の 他 54 1,376

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22
為 替 差 損 147
そ の 他 37 207
経 常 利 益 966

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1
子 会 社 清 算 益 8 9

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 0
減 損 損 失 107 107

税 引 前 当 期 純 利 益 868
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 196
法 人 税 等 調 整 額 △0 196
当 期 純 利 益 672

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告書

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
2025年５月16日

パンチ工業株式会社
　取　締　役　会　御　中

PwC Japan有限責任監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員　公認会計士 林 　 壮 一 郎業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員　公認会計士 臼 杵 　 大 樹業 務 執 行 社 員

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、パンチ工業株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パン
チ工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査報告書

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
2025年５月16日

パンチ工業株式会社
　取　締　役　会　御　中

PwC Japan有限責任監査法人

指定有限責任社員　公認会計士 林 　 壮 一 郎業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員　公認会計士 臼 杵 　 大 樹業 務 執 行 社 員

東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、パンチ工業株式会社の2024年４月１日から2025年３月
31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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計算書類に係る会計監査報告書

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第51期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締
役、執行役員及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分

担等に従い、インターネット等を経由した手段も活用しながら、会社の内部監査部門と連
携の上、重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行に関す
る事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受け、業務及び財産の状況を調査しました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取
組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討
を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2021年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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監査役会の監査報告書

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関
する基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第
118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利
益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな
いと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月20日

パンチ工業株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 河　野　　　稔 ㊞
監 査 等 委 員 鈴　木　智　雄 ㊞
監 査 等 委 員 田　畑　千　絵 ㊞

（注）監査等委員 鈴木智雄及び田畑千絵は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

以　上
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T O P I C S
●パンチグループのパーパスの策定について
パンチグループは、2025年３月に創業50周年を迎えました。1975年の創業以来、私たちは一貫して
ものづくりに情熱を注ぎ、精密金型部品の提供を通じて、世界のものづくりに貢献してまいりまし
た。
次の100周年、さらにその先の未来へと歩みを進めていくためには、社員が一丸となり、さらなる成
長と持続可能な社会への貢献を目指すための起点が必要です。そこで、パンチグループの存在意義を
全社員で共有できるよう、明確に言語化し、「パーパス（存在意義）」として策定しました。

●パーパスに込めた想い
パンチグループの使命は、ものづくりに対するこだわりと真摯な姿勢により培ってきた信頼と技術、
そして柔軟な創造力をもって、世の中をより豊かにしていくことです。
私たちは、ものづくりと「パンチ」の効いた創造力、そしてそれを支える技術力・ソリューションに
よって、社会の夢の実現に貢献していきます。創業の礎である金型部品が、金型に組み込まれて製品
を形づくるように、私たちもまた、まだ見ぬ未来をカタチづくり、世界の可能性を広げてまいりま
す。

－ 45 －
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地図

会場
　
アワーズイン阪急（シングル館３階　Ａ+Ｂ会議室）
東京都品川区大井１丁目50番５号

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

東急大井町線大井町駅 JR大井町駅改札口

イトーヨーカドー

至 大崎・恵比寿

至 下神明・二子玉川
至 品川・東京

至 川崎・横浜

至 新木場

駅前中央通り

大井
光学
通り

アワーズイン
阪急
（シングル館）

A2
出口

改札口
中央

西口改札 東口改札
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JR
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Ｎ
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エ
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阪急大井町
ガーデン

アワーズイン
阪急

（ツイン館）

静岡銀行

城南信用金庫
みずほ銀行

三菱UFJ 銀行

交通のご案内
「大井町駅」徒歩１分
＜京浜東北線＞中央改札口を出て右側（中央西方面①）の階段をご利用ください。
＜りんかい線＞改札を出て右側（Ａ２出口）のエスカレーターをご利用ください。
＜東急大井町線＞改札口を出て右側にJR線に沿って直進ください。

お願い
駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

お身体の不自由な株主様又は障がいのある株主様へ
ご要望に応じて、車いすのサポート、座席への誘導等のお手伝いをさせていただきま
すので、お気軽にお声がけください。


